農地法第3条の賃貸借契約に関する留意事項
「法定更新」について　　　～「期間が来たら終わり」ではありません～

○法定更新とは？（農地法17条）
農地法では、耕作者の地位を保護するため、 農地の賃貸借契約は、期間が満了しても原則として自動的に更新（法定更新）される仕組みとなっています。このため、契約期間が到来しただけでは契約は終了せず、従前と同一条件で、引き続き賃貸借が継続したものとみなされます。

○法定更新を避けるための手続　～更新拒絶または解約の申入れの通知と許可申請が必要です、～
1　更新拒絶・解約の申入れの通知
	区分
	通知できる期間
	備考

	通常の賃貸借
	期間満了の 1年前〜6か月前
	この期間外の通知は無効

	一時的貸付
（死亡・療養・就学等）
	期間満了の 6か月前〜1か月前
	「一時貸付」と認められる場合のみ


[bookmark: _GoBack]期間の定めがある賃貸借契約（有期契約）については更新拒絶の通知によって契約を終了させることができます。ただし、通知できる期間は以下のとおりで、この期間を過ぎると、通知をしても効力がなく、自動更新が成立します。
※　期間の定めがない場合については解約の申入れが必要となります。

2　更新拒絶・解約の申し入れの許可（農地法18条）
通知をしただけでは契約は終了せず、通知をするにあたり、県知事または農業委員会の許可を受けなければなりません。許可が得られない場合、通知は効力を持たず、契約は自動更新されます。また、許可を受けるには、次のような「正当事由」がある場合に限り認められます。（農地法18条2項）
	事由
	例

	賃借人の信義違反
	無断転貸、賃料不払い、農地の荒廃など

	賃貸人の自作の相当性
	営農能力、農地の位置、周辺農地との関係など

	転用の相当性
	転用許可の見込み等を含め総合判断

	中間管理機構への協議勧告
	勧告を受けた場合は許可の対象

	賃借人が農地所有適格法人でなくなった
	法人要件の喪失

	その他の正当事由
	契約継続が不相当と認められる事情



3　合意解約
合意解約とは、賃貸人（所有者）と賃借人（耕作者）の「双方の合意」により、契約を終了させることです。こちらも事前に申請許可が必要です。ただし、土地の引渡しの期限６か月以内に成立した契約でその旨が書面において明らかな場合に限り、許可不要(届出のみ）で契約を終了させることができます。

４．農業委員会への報告
　上記の１～３について通知を行った場合は、通知した翌月から起算して３０日以内に農業委員会への報告が必要となります。
[image: ]解約するのに許可が必要で、通知できる期間が限られていて、農業委員会に届出しなきゃいけなくて．．．なんだか大変






農地の賃貸借は、農地法の規定により、 契約期間が満了しても自動的に更新される（法定更新）仕組みになっています。そのため、契約を終了させたい場合には、「更新しない旨の通知」＋「知事または農業委員会の許可」の両方が必要なため、手続が複雑で負担が大きいのが実情です。また、通知期間を過ぎてしまうと自動更新となり、農地の返還が困難となるケースが生じる可能性があります。


· 法定更新が適用されず期間満了で終了する貸借
農地中間管理事業による貸借、農地法3条許可を得た使用貸借については、法定更新の対象外であり、期間満了で自動的に契約が終了し、農地は所有者に返還されます。
	項目
	農地法第3条賃貸借
	農地中間管理事業

	契約の終了
	賃貸借については自動更新
	期間満了で自動終了

	更新しない旨の通知
	必要（1年前〜6か月前）
	不要

	契約書
	任意（耕作で成立）
	必須（機構作成）

	所有者の負担
	高い（通知・許可申請）
	低い（機構が管理）


　農地中間管理事業による貸付は、
· 期間満了で自動的に終了する（法定更新なし）
· 農地の返還について通知や許可が不要で、返還が確実
· 契約書作成や調整を機構が行うため、負担が軽い
· 賃料の支払いに機構が対応する　　　　　　　　　　　　　　　といったメリットがあります。

農地を確実に返してもらいたい場合や、 将来の利用計画がある場合には、 法定更新のリスクがないが最も安全で確実な方法です。こうした負担やトラブルを避けるため、 農地を貸す際には、農地中間管理事業の活用をおすすめしています。農地の賃貸借契約をご検討される際は、 ぜひ農地中間管理機構への相談をご活用ください。
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